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⑶ 移動手段の手当てが地域づくり・活動に与える福祉的効果の検証について(報告) 

 

１　経　緯 

　令和５年 10 月、内閣府が SIP 第３期/スマートモビリティプラットフォームの構築「移動

手段の手当てが地域づくり・活動に与える福祉的効果の検証」事業を委託する一般社団法人

医療経済研究機構・社会保険福祉協会医療経済研究機構より依頼があり、町は協定を締結し、

高齢者を対象に移動支援を導入し社会参加を促進することで要介護認定や介護給付費を削

減が可能であることを検証する事業を協働で進めることとなった。 

 

２　進捗状況 

　主催：内閣府（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構ロボット・AI 部） 

期間：令和 5年 12 月 1 日～令和 10 年 3 月 31 日 

モデル地域：北海道池田町、千葉県松戸市、静岡県藤枝市、函南町 

　内容：SIP 第３期/スマートモビリティプラットフォームの構築「移動手段の手当てが地

域づくり・活動に与える福祉的効果の検証」 

　　　　　地域に出向き、住民の合意形成により住民主体の移動支援の仕組みをつくり、高

齢者の移動支援により、社会参加を促進することが、介護予防に効果があることを

検証する。 

　　　　　ロジックモデルの作成、協働で地域課題を解決する取り組み、介護保険における

介護予防の取り組み等を協働で行う。 

　進捗：令和７年４月１日より、内閣府より委託を受けた（株）日本能率協会総合研究所　福

祉・医療・労働政策研究部と協定を締結し進めている。 

・函南町のモデル地区（介入群のみ移動支援を手当する） 

　　　　　介入群：パサディナ、ダイヤランド、エメラルド、城山 

　　　　　対照群：畑毛、柿沢台、宝蔵台、白道坂、ヒューマンヒルズ 

　　　・５月、６月、地域に出向き、フレイル予防の必要性について啓発 

・８月運転ボランティア養成講座開催 

・10 月頃より、移動支援の導入予定 
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